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1．研究の背景・目的 

パリ協定の長期目標に向けて，日本では 2030 年ま

でに温室効果ガスを 2013 年度比で 46%削減するこ

とを目標としている．目標達成には省エネルギー対

策が必須となる．現時点でも対策は着実に進んでい

るが，さらなる省エネルギーに向けては未利用エネ

ルギーの利用が有効である．未利用エネルギーとは

有効に利用できる可能性があるにもかかわらず，こ

れまで利用されてこなかったエネルギーの総称であ

る．主に廃棄物焼却排熱，工場・変電所排熱，河川水

や下水等の温度差エネルギーなどがあり，ヒートポ

ンプや直接利用など用途は様々である． 

本研究では，それらの CO2 削減ポテンシャルを把

握することを目的とする．具体的には，栃木県を対象

として，廃棄物処理施設の焼却排熱を有効活用する

ことによる CO2 削減効果について推計する． 

 

２．分析概要 

（1）供給可能量の算出 

本研究における対象施設は，エネルギーの供給安

定性を考慮し，24 時間運転を行っている全連続式炉

を持つ廃棄物処理施設とした．利用用途については

家庭内エネルギー消費割合が多い暖房および給湯と

仮定した上で，低位発熱量，焼却量から賦存量や利用

可能量，そして用途別熱利用比率，配管での熱損失な

どを考慮して，表 1 に示した算出式を基に用途別供

給可能量の算出を行った．供給可能量を算出するに

あたる熱利用比率は，暖房が 38.7%，給湯が 61.3%と

仮定した． 

表 1 供給可能量等の算出式一覧 

 

表 2 個別冷暖房システムにおける算出式一覧 

 

 

表 3 エネルギー源別消費割合および使用機器 COP 

 

 

（2）個別冷暖房システムの CO2排出量の算出 

廃棄物焼却排熱を供給する対象範囲・建物を，各処

理施設より半径 1km 以内の一般住宅とした．まず，

範囲内における一般住宅の数を航空写真から求めた．

次に，表 2 の算出式を基に用途別の熱需要原単位と

住宅の延床面積から範囲内の用途別熱需要を算出し

た．そして電力・都市ガス・灯油・LPG のエネルギ

ー源別の消費割合，使用機器 COP（表 3）を用いて熱

供給比率を求め，それらに各燃料の CO2 排出原単位

を乗じることで従来型個別冷暖房システムにおける

CO2 排出量を算出した． 

 

（3）地域冷暖房システムの CO2排出量の算出 

範囲内における用途別熱需要と用途別供給可能量

の差を供給不足熱量とし，不足分の供給に伴う CO2

排出量を地域冷暖房システムにおける CO2 排出量と

した（表 4）．本研究において不足分の供給はすべて

ガス式蒸気ボイラーで行うと仮定し，不足量が 0 を 

下回った場合は不足量 0 として計算した．そして，

（2）で算出した個別冷暖房システムにおける CO2 排 

賦存量（TJ/年）

利⽤可能量（TJ/年）

⽤途別供給可能量（TJ/年） 利⽤可能量（TJ）×⽤途別熱利⽤⽐率（%）×（1-熱損失率）

算出式

焼却量（kg/年）×低位発熱量（kj/kg）×10 -9

賦存量（TJ）×利⽤率※1×ボイラー効率※2

⽤途別熱需要量
（MJ/年）

⽤途別熱供給⽐率

個別冷暖房システム
CO2排出量（t-CO2）

⽤途別熱需要量(MJ/年)×熱供給⽐率(%)/燃料別COP
×エネルギー源別の排出原単位(kg-CO₂/MJ)×10-3

算出式
⽤途別熱需要原単位（MJ/m2/年）×住宅⼀件あたりの平均
延床⾯積（m2）×住宅件数×地域係数※3

(⽤途別エネルギー源別消費割合(%)×機器COP)
÷(Σ（⽤途別エネルギー源別消費割合(%)×機器COP）)

⽤途 電⼒ 都市ガス LPG 灯油
暖房 6.3% 18.6% 3.5% 61.6%
給湯 3.7% 42.6% 25.5% 15.8%
暖房 3.5 0.9 0.9 0.9
給湯 0.85 0.85 0.85 0.85

エネルギー源別
消費割合

エネルギー源別
使⽤機器COP
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表 4 地域冷暖房システムにおける算出式一覧 

 

表 5 CO2排出原単位および設定値一覧 

 

 

出量との差を取ることで最終的な削減量を算出した．

今回用いた各エネルギー源の CO2 排出原単位や各算

出式で用いた設定値を表 5 に示す． 

 

3．分析結果 

各施設における供給可能量および範囲内の住宅数

を基にした熱需要量を表 6 に示した．熱利用比率の

通り，給湯への供給可能量が多くなっているため，給

湯での CO2 削減量が多く見込める可能性があると分

かった．次に，各施設周辺における個別冷暖房システ

ムによる CO2 排出量の算出結果を表 7 に示した．暖

房は灯油，給湯は都市ガスによる CO2 排出量が多く

の割合を占めることが分かった．続いて，地域冷暖房

システムによる CO2 削減量の算出結果を表 8 に示し

た．施設 F の環境クリーンセンター以外では，不足

熱量が 0 になったため地域冷暖房導入による CO2 排

出量が 0 となった．このような結果に至った要因と

して，対象範囲を各施設より半径 1km 以内と絞った

ため範囲内の住宅件数が限られたことで従来の熱需

要量が少なくなったことが挙げられる． 

 

表 6 施設別の熱供給可能量および範囲内熱需要量の 

算出結果 

 

表 7個別冷暖房システムによる CO2排出量算出結果 

 

 

表 8 地域冷暖房システムによる CO2削減量算出結果 

 

 

4．結論と今後の課題 

本研究では，栃木県を対象として，廃棄物焼却排熱

利用による CO2 削減効果を評価した結果，約 5200t-

CO2 の削減となった．今回の結果はあくまでもポテ

ンシャル評価であり，施設規模等の制約，熱損失率の

変動，配管敷設の際の CO2 排出の影響等を考慮する

必要がある．さらに，より広範囲への焼却排熱の供給

を検討するとともに，施設建設コストや維持管理コ

スト等を踏まえた経済的な導入可能性を考慮した上

で，他の種類の未利用エネルギーを包括した上での

導入シミュレーションを行うことが，今後の課題と

して挙げられる． 
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地域冷暖房不⾜熱量（TJ）
不⾜分供給熱量（TJ）

CO2排出量(t-CO2)

算出式
（⽤途別年間熱需要−⽤途別供給可能量）の合計

地域冷暖房不⾜熱量/蒸気ボイラー効率※4

不⾜分供給熱量（MJ）×都市ガスCO2排出原単位×10-3

電⼒(kg/kWh) 都市ガス(kg/MJ) LPG(kg/MJ) 灯油(kg/MJ)

0.453 0.050 0.059 0.068

※1 利⽤率 ※2 ボイラー効率 ※3 地域係数 ※4 蒸気ボイラー効率
15% 80% 1.0 80.2%

CO2排出
原単位

設定値

暖房 給湯 暖房 給湯
A クリーンパーク茂原焼却ごみ処理施設 115.2 41.0 55.2 677 6.1 9.1
B 宇都宮市クリーンセンター下⽥原 49.7 17.7 23.8 508 4.5 6.8
C ⾜利市南部クリーンセンター 79.5 28.2 38.1 456 4.1 6.1
D とちぎクリーンプラザ 45.5 16.2 21.8 59 0.5 0.8
E 葛⽣清掃センター 9.6 3.4 4.6 21 0.2 0.3
F 環境クリーンセンター(ごみ処理施設) 17.8 6.3 8.6 1493 13.3 20.0
G 広域クリーンセンター⼤⽥原 20.1 7.2 9.6 507 4.5 6.8
H ⽇光市クリーンセンター 28.5 10.1 13.7 7 0.1 0.1
I 那須塩原クリーンセンター 36.2 12.9 17.4 0 0.0 0.0
J 芳賀地区エコステーション 33.1 11.8 15.9 130 1.2 1.7
K エコパークしおや 28.5 10.1 13.6 181 1.6 2.4
L ⼩⼭広域保健衛⽣組合中央清掃センター 62.5 22.2 29.9 229 2.0 3.1

利⽤可能量
(TJ/年)

供給可能量
(TJ/年) 住宅件数

年間熱需要量
（TJ/年）

暖房 給湯 暖房 給湯 暖房 給湯 暖房 給湯 暖房 給湯
A 49.3 56.7 57.6 258.5 12.8 183.2 259.6 130.4 379.3 628.8
B 37.0 42.5 43.2 194.0 9.6 137.5 194.8 97.9 284.6 471.9
C 33.2 38.2 38.8 174.1 8.6 123.4 174.9 87.9 255.5 423.6
D 4.3 4.9 5.0 22.5 1.1 16.0 22.6 11.4 33.1 54.8
E 1.5 1.8 1.8 8.0 0.4 5.7 8.1 4.0 11.8 19.5
F 108.6 125.0 127.1 570.2 28.3 404.0 572.5 287.7 836.5 1386.8
G 36.9 42.4 43.2 193.6 9.6 137.2 194.4 97.7 284.1 470.9
H 0.5 0.6 0.6 2.7 0.1 1.9 2.7 1.3 3.9 6.5
I 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
J 9.5 10.9 11.1 49.6 2.5 35.2 49.9 25.0 72.8 120.8
K 13.2 15.1 15.4 69.1 3.4 49.0 69.4 34.9 101.4 168.1
L 16.7 19.2 19.5 87.5 4.3 62.0 87.8 44.1 128.3 212.7

個別冷暖房CO2排出量
LPG(t)

個別冷暖房CO2排出量
灯油(t)

個別冷暖房CO2排出量
合計(t)

個別冷暖房CO2排出量
都市ガス(t)

個別冷暖房CO2排出量
電⼒(t)

個別冷暖房
CO2排出量(t)

地域冷暖房
不⾜熱量(TJ)

不⾜分
供給熱量(TJ)

地域冷暖房
CO2排出量(t)

CO2削減量(t)

A 1008.2 0 0 0 1008.2
B 756.5 0 0 0 756.5
C 679.1 0 0 0 679.1
D 87.9 0 0 0 87.9
E 31.3 0 0 0 31.3
F 2223.3 16.9 21.1 1146.1 1077.2
G 755.0 0 0 0 755.0
H 10.4 0 0 0 10.4
I 0.0 0 0 0 0.0
J 193.6 0 0 0 193.6
K 269.5 0 0 0 269.5
L 341.0 0 0 0 341.0

5209.7CO2削減量合計
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